
第７期北九州市障害福祉計画・第３期北九州市障害児福祉計画の 

目標等の管理シート 
 

担当部局 保健福祉局 障害福祉部 

 

成果目標 （４）福祉施設から一般就労への移行等 

計
画
 
Ｐ
 →

実
施
 
Ｄ
  

目

標

値 

 
ア 就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援、自立訓練、生活介護）を通じた 

一般就労への移行者数に関する目標について 
 
〇令和８年度末までの目標 
令和８年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人の数を、 

令和４年度の一般就労への移行実績の１．２８倍以上とすることを目標とする。 
 

令和４年度の一般就労への移行（実績） ３０５人 
 １．２８倍以上 

令和８年度の一般就労への移行（目標） ３９０人以上 

 
 
【目標設定の考え方】 
一般就労移行者数が毎年増加していることから、令和４年度実績を基準に国の目標値を 

令和８年度の目標として設定。 
 

 

イ 就労移行支援に関する目標について 

〇令和８年度末までの目標 
就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所 

を６割以上とすることを目標とする。 

 

【目標設定の考え方 】 

令和４年度の実績は、すでに国の目標値（５割以上）を達成していることから６割以上 

とすることを令和８年度の目標として設定。 

 

 
ウ 就労支援ネットワークの強化等に関する目標について 

〇令和８年度末までの目標 
就労支援のネットワークを強化し、雇用、福祉、教育等の関係機関との充実した連携 

体制の構築を目標とする。 

 

【目標設定の考え方 】 

関係機関の相互理解や情報共有を強化し、就労支援の質の確保に努めることで円滑な 

就労移行体制の確保を図る。 
 

 

エ 就労定着支援事業の利用者数に関する目標について 

〇令和８年度末までの目標 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人のうち、就労定着支援事業の利用者数

を令和３年度実績の１．４１倍（２０５人以上）とすることを目標とする。 
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令和３年度の就労定着支援事業の利用者数
（実績） 

１４５人 
 １．４１倍以上 

令和８年度末の就労定着支援事業の利用者数
（目標） 

２０５人以上 

 

【目標設定の考え方 】 

国の目標値どおり、令和８年度末における就労定着支援事業の利用者数を 

令和３年度末実績の１．４１倍以上とすることを目標として設定。 

 

 
オ 就労定着支援に関する目標について 

〇令和８年度末までの目標 

就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業

所の割合が２割５分以上とすることを目標とする。 

 

【目標設定の考え方 】 

国の目標値を令和８年度の目標として設定。

計
画
 
Ｐ
 →
実
施
 
Ｄ
  

活
動
指
標
 
内
容
  

 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労移行支援 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

就労継続支援（Ａ型） 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

就労継続支援（Ｂ型） 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

就労定着支援 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

生活介護 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

自立訓練 

（機能訓練） 
再掲 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

自立訓練 

（生活訓練） 
再掲 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

就労選択支援 再掲 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

活動指標（内容）参照 

就労定着実績体制加算 支給決定数 
見込 2 事業所 3 事業所 4 事業所 

実績 3 事業所   
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評
価
 
Ｃ
  

→
 

改
善
 
Ａ
  

Ｒ
６
年
度 

 

評価 

（Ｃ） 

【目標

等を踏

まえた

評価、

改善方

策】 

 

１ 就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援、生活介護、自立訓練）を通

じた一般就労への移行者数に関する目標について 

  令和６年度の一般就労への移行者数は 341 人となっており、令和４年度の実績 

305 人から 36 人増加しています。 

 

２ 就労移行支援に関する目標について 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上

の事業所は 16 ヶ所あり、全体の 6 割以上でした。 

 

 

協議会 

等意見 

【評価

等 

に対す

る 

意見】 

 

 

改善 

（Ａ） 

【次年

度 

におけ

る 

取組

等】 

 

 

評
価
 
Ｃ
  

→
 

改
善
 
Ａ
  

Ｒ
７
年
度 

 

評価 

（Ｃ） 

【目標

等を踏

まえた

評価、

改善方

策】 

 

 

協議会 

等意見 

【評価

等 

に対す

る 

意見】 

 

 

改善 

（Ａ） 

【次年

度 
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におけ

る 

取組

等】 

 

評
価
 
Ｃ
  

→
 

改
善
 
Ａ
  

Ｒ
８
年
度 

 

評価 

（Ｃ） 

【目標

等を踏

まえた

評価、

改善方

策】 

 

 

協議会 

等意見 

【評価

等 

に対す

る 

意見】 

 

 

改善 

（Ａ） 

【次年

度 

におけ

る 

取組

等】 
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